

























（Convention on the Rights of Persons with Disabilities）」が採択された。同
条約の目的は、障害者への差別禁止や障害者の尊厳と権利を保障することの





















































































































































































































































































































































































　権利条約第24条は、「インクルーシブ教育システム（inclusive education system 
at all levels）」（障害者を包容する教育制度）及び生涯学習（lifelong learning）の確
保を締約国に求めていることに鑑み、障害のある学生に対する合理的配慮の提供は、
大学等が個々の学生の障害の状態・特性や教育的ニーズ等に応じて提供するもので、
多様かつ個別性が高いとされる。
　そして、合理的配慮を提供するに当たり大学等が指針とすべき考え方として以下
の内容が示されている。
a.機会の確保：障害を理由に修学を断念することがないよう修学機会を確保する。
高い教養と専門的能力を培えるよう教育の質を維持する。
b.情報公開：障害のある大学進学希望者や学内の障害のある学生に対し、大学等全
体としての受入れ姿勢・方針を示す。
c.決定過程：権利の主体が学生本人にあることを踏まえ、学生本人の要望に基づい
た調整を行う。
d.教育方法等：情報保障、コミュニケーション上の配慮、公平な試験、成績評価な
どにおける配慮を行う。
e.支援体制：大学等全体として専門性のある支援体制の確保に努める。
f.施設・設備：安全かつ円滑に学生生活を送れるよう、バリアフリー化に配慮する。
○合理的配慮に当たり得る配慮の具体例
１．物理的環境への配慮や人的支援の配慮の具体例
⑴主として物理的環境への配慮に関するもの
◦　 学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、災害時の警報音等
が聞こえにくい障害者に対し、災害時に関係事業者の管理する施設の職員が直
接災害を知らせたり、緊急情報を視覚的に受容することができる警報設備等を
用意したりすること。
障害者差別解消法の概要
─ 105 ─
◦　 管理する施設・敷地内において、車椅子利用者のためにキャスター上げ等の補
助をし、又は段差に携帯スロープを渡すこと。
◦　 配架棚の高い所に置かれた図書やパンフレット等を取って渡したり、図書やパ
ンフレット等の位置を分かりやすく伝えたりすること。
◦　 疲労を感じやすい障害者から別室での休憩の申出があった際、別室の確保が困
難である場合に、当該障害者に事情を説明し対応窓口の近くに長椅子を移動さ
せて臨時の休憩スペースを設けること。 
◦　 移動に困難のある学生等のために、通学のための駐車場を確保したり、参加す
る授業で使用する教室をアクセスしやすい場所に変更したりすること。
◦　 聴覚過敏の児童生徒等のために教室の机・椅子の脚に緩衝材を付けて雑音を軽
減する、視覚情報の処理が苦手な児童生徒等のために黒板周りの掲示物等の情
報量を減らすなど、個別の事案ごとに特性に応じて教室環境を変更すること。
⑵主として人的支援の配慮に関するもの
◦　 目的の場所までの案内の際に、障害者の歩行速度に合わせた速度で歩いたり、
介助する位置（左右・前後・距離等）について、障害者の希望を聞いたりする
こと。
◦　 介助等を行う学生、保護者、支援員等の教室への入室、授業や試験でのパソコ
ン入力支援、移動支援、待合室での待機を許可すること。
２．意思疎通の配慮の具体例
◦　 学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、筆談、要約筆記、
読み上げ、手話、点字など多様なコミュニケーション手段や分かりやすい表現
を使って説明をするなどの意思疎通の配慮を行うこと。
◦　 情報保障の観点から、見えにくさに応じた情報の提供（聞くことで内容が理解
できる説明・資料や、拡大コピー、拡大文字又は点字を用いた資料、遠くのも
のや動きの速いものなど触ることができないものを確認できる模型や写真等の
提供）、聞こえにくさに応じた視覚的な情報の提供、見えにくさと聞こえにくさ
の両方がある場合に応じた情報の提供（手のひらに文字を書いて伝える等）、知
的障害に配慮した情報の提供（伝える内容の要点を筆記する、漢字にルビを振
る、なじみのない外来語は避ける等）を行うこと。また、その際、各媒体間でペー
ジ番号等が異なり得ることに留意して使用すること。
◦　 知的障害のある利用者等に対し、抽象的な言葉ではなく、具体的な言葉を使う
こと。例えば、サービスを受ける際の「手続」や「申請」など生活上必要な言
葉等の意味を具体的に説明して、当該利用者等が理解しているかを確認するこ
と。
◦　 子供である障害者又は知的障害、発達障害、言語障害等により言葉だけを聞い
て理解することや意思疎通が困難な障害者に対し、絵や写真カード、コミュニ
ケーションボード、タブレット端末等のICT機器の活用、視覚的に伝えるため
の情報の文字化、質問内容を「はい」又は「いいえ」で端的に答えられるよう
にすることなどにより意思を確認したり、本人の自己選択・自己決定を支援し
たりすること。
◦　 比喩表現等の理解が困難な障害者に対し、比喩や暗喩、二重否定表現などを用
いずに説明すること。
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３．ルール・慣行の柔軟な変更の具体例
◦　 学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、事務手続の際に、
職員や教員、支援学生等が必要書類の代筆を行うこと。
◦　 障害者が立って列に並んで順番を待っている場合に、周囲の理解を得た上で、
当該障害者の順番が来るまで別室や席を用意すること。
◦　 他人との接触、多人数の中にいることによる緊張のため、不随意の発声等があ
る場合、緊張を緩和するため、当該障害者に説明の上、施設の状況に応じて別
室を用意すること。
◦　 学校、文化施設等において、板書やスクリーン等がよく見えるように、黒板等
に近い席を確保すること。
◦　 スポーツ施設、文化施設等において、移動に困難のある障害者を早めに入場さ
せ席に誘導したり、車椅子を使用する障害者の希望に応じて、決められた車椅
子用以外の客席も使用できるようにしたりすること。
◦　 入学試験において、本人・保護者の希望、障害の状況等を踏まえ、別室での受験、
試験時間の延長、点字や拡大文字、音声読み上げ機能の使用等を許可すること。
◦　 点字や拡大文字、音声読み上げ機能を使用して学習する児童生徒等のために、
授業で使用する教科書や資料、問題文を点訳又は拡大したものやテキストデー
タを事前に渡すこと。
◦　 聞こえにくさのある児童生徒等に対し、外国語のヒアリングの際に、音質・音
量を調整したり、文字による代替問題を用意したりすること。
◦　 知的発達の遅れにより学習内容の習得が困難な児童生徒等に対し、理解の程度
に応じて、視覚的に分かりやすい教材を用意すること。
◦　 肢体不自由のある児童生徒等に対し、体育の授業の際に、上・下肢の機能に応
じてボール運動におけるボールの大きさや投げる距離を変えたり、走運動にお
ける走る距離を短くしたり、スポーツ用車椅子の使用を許可したりすること。
◦　 日常的に医療的ケアを要する児童生徒等に対し、本人が対応可能な場合もある
ことなどを含め、配慮を要する程度には個人差があることに留意して、医療機
関や本人が日常的に支援を受けている介助者等と連携を図り、個々の状態や必
要な支援を丁寧に確認し、過剰に活動の制限等をしないようにすること。
◦　 慢性的な病気等のために他の児童生徒等と同じように運動ができない児童生徒
等に対し、運動量を軽減したり、代替できる運動を用意したりするなど、病気
等の特性を理解し、過度に予防又は排除をすることなく、参加するための工夫
をすること。
◦　 治療等のため学習できない期間が生じる児童生徒等に対し、補講を行うなど、
学習機会を確保する方法を工夫すること。
◦　 読み・書き等に困難のある児童生徒等のために、授業や試験でのタブレット端
末等のICT機器使用を許可したり、筆記に代えて口頭試問による学習評価を行っ
たりすること。
◦　 発達障害等のため、人前での発表が困難な児童生徒等に対し、代替措置として
レポートを課したり、発表を録画したもので学習評価を行ったりすること。
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3.4 過重な負担の基本的な考え方
　過重な負担に関しては、基本方針では「事業者において、個別の事案ごと
に、以下の要素等を考慮し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判
断することが必要である。」とされる。それゆえ、個別の事案ごとに具体的
場面や状況に応じた検討を行うことなく、一般的・抽象的な理由に基づいて
「過重な負担」に当たると判断することは、法の趣旨を損なうため適当では
ないとされる。そこで、基本方針では「過重な負担に当たると判断した場合
には、障害者にその理由を説明するものとし、理解を得るよう努めることが
望ましい」としており、説明すべき理由として、事務・事業への影響の程度
（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）、実現可能性の程度（物理
的・技術的制約、人的・体制上の制約）、費用・負担の程度、事務・事業規模、
財政・財務状況が挙げられている。
3.5 環境の整備と研修・啓発
　バリアフリー等の環境の整備に関して、基本方針では「不特定多数の障害
者を主な対象として行われる事前的改善措置（バリアフリー法に基づく公共
施設や交通機関におけるバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションを
支援するためのサービス・介助者等の人的支援、障害者による円滑な情報の
取得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上等）については、個
別の場面において、個々の障害者に対して行われる合理的配慮を的確に行う
ための環境の整備として実施に努めることとしている」とする。それゆえ、「障
害者差別の解消のための取組は、このような環境の整備を行うための施策と
◦　 学校生活全般において、適切な対人関係の形成に困難がある児童生徒等のため
に、能動的な学習活動などにおいてグループを編成する時には、事前に伝えたり、
場合によっては本人の意向を確認したりすること。また、こだわりのある児童
生徒等のために、話し合いや発表などの場面において、意思を伝えることに時
間を要する場合があることを考慮して、時間を十分に確保したり個別に対応し
たりすること。
◦　 理工系の実験、地質調査のフィールドワークなどでグループワークができない
学生等や、実験の手順や試薬を混同するなど、作業が危険な学生等に対し、個
別の実験時間や実習課題を設定したり、個別のティーチング・アシスタント等
を付けたりすること。
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連携しながら進められることが重要であり、ハード面でのバリアフリー化施
策とともに、情報の取得・利用・発信におけるアクセシビリティ向上のため
の施策、職員に対する研修等のソフト面の対応も重要である」とされる。ま
た、「障害者、その家族その他の関係者からの相談等に的確に対応するため、
相談や紛争の防止等に対応する際には障害者の性別、年齢、状態等に配慮す
ることが重要である」とする。そして、「相談窓口の整備においては、既存
の一般の利用者等からの相談窓口等の活用も想定される。ホームページによ
る周知に際しては、視覚障害者、聴覚障害者等の情報アクセシビリティに配
慮することが望ましい。実際の相談事例をプライバシーに配慮しつつ順次蓄
積し、活用することが望ましい」とする。
　併せて、学校教育分野では、「教職員の理解の在り方や指導の姿勢が幼児、
児童、生徒及び学生に大きく影響することに十分留意し、児童生徒等の発達
段階に応じた支援方法、外部からは気付きにくいこともある難病等をはじめ
とした病弱、発達障害、高次脳機能障害等の理解、児童生徒等の間で不当な
差別的取扱いが行われている場合の適切な対応方法等も含め、研修・啓発を
行うことが望ましい」とされる。相談体制の整備、研修及び啓発、そして情
報公開に関して、文部科学省の対応指針（ガイドライン）では、表―５のよ
うな留意点が示されている。
表―５：相談体制の整備と研修・啓発に関する留意点
○高等教育段階の相談体制の整備に関する留意点
⑴担当部署の設置及び適切な人的配置
　支援体制を整備するに当たり、必要に応じ、障害のある学生の支援を専門に行う
担当部署の設置及び適切な人的配置（専門性のある専任教職員、コーディネーター、
相談員、手話通訳等の専門技術を有する支援者等）を行うほか、学内（学生相談に
関する部署・施設、保健管理に関する部署・施設、学習支援に関する部署・施設、
障害に関する様々な専門性を持つ教職員）との役割を明確にした上で、関係部署・
施設との連携を図る。
⑵外部資源の活用
　障害は多岐にわたり、各大学等内の資源のみでは十分な対応が困難な場合がある
ことから、必要に応じ、学外（地方公共団体、NPO、他の大学等、特別支援学校など）
の教育資源の活用や障害者関係団体、医療、福祉、労働関係機関等との連携につい
ても検討する。
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４．合理的配慮とアファーマティブ・アクション
　わが国の障害者差別解消法は、上述の通り、障害者の権利に関する条約及
び障害者基本法に基づいている。そして、同権利条約は医学モデル（または
個人モデル）ではなく社会モデルに分類されるため、社会的障壁の除去が重
要な論点となる。また、社会的障壁の除去に際して合理的配慮が判断基準と
して採用されるが、権利条約中の原語はreasonable accommodationであるた
め、障害者差別解消法においても障害者と事業者の「対話」が前提となり、
障害者による意思の表明と事業者の過重な負担の有無が付随する論点となる
ことが示された。
　ただし、合理的配慮は判断基準の１つであり、単独で社会的障壁が解消さ
れるわけではない。飯野（2016）が述べるように、合理的配慮では対話的な
問題解決手法が重視されるのに対して、既往のバリアフリー法（高齢者、障
害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）や割当制度などのポジティブ・
アクション（またはアファーマティブ・アクション）では障害者を非障害者
よりも圧倒的に不利な状態に置き続けてきた社会的文脈を変化させていくこ
とにある。つまり、合理的配慮により除去できない障壁に対してはアファー
マティブ・アクションを導入するといった両者の役割の違いを認識した上で
⑶周囲の学生の支援者としての活用
　障害のある学生の日常的な支援には、周囲の学生を支援者として活用することも
一つの方法である。一方で、これらの学生の支援者としての活用に当たっては、一
部の学生に過度な負担が掛かることや支援に携わる学生と障害のある学生の人間関
係に問題が生じる場合があることから、これらに十分留意するとともに、障害の知
識や対応方法、守秘義務の徹底等、事前に十分な研修を行い、支援の質を担保した
上で実施することが重要である。
○学生・教職員の理解促進・意識啓発を図るための配慮
　障害のある学生からの様々な相談は必ずしも担当部署に対して行われるとは限ら
ず、障害のある学生の身近にいる学生や教職員に対して行われることも多いと考え
られるとする。それらに適切に対応するためには、障害により日常生活や学習場面
において様々な困難が生じることについて、周囲の学生や教職員が理解しているこ
とが望ましく、その理解促進・意識啓発を図ることが重要である。
○情報公開
　各大学等は、障害のある大学進学希望者や学内の障害のある学生に対し、入学後
の支援内容・支援体制、大学構内のバリアフリーの状況等、大学等全体としての受
入れ姿勢・方針を明確に示すことが重要である。
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政策を組み立てる必要があり、基本方針も積極的改善措置が排除されないこ
とを明記している。また、合理的配慮に関して提示された基本方針や対応指
針（ガイドライン）はアファーマティブ・アクションではないことに注意す
る必要がある7。
　この議論の背景には、川越（2013）の指摘による「ディスアビリティの発
生原因が社会であること（事実解明的言明）」と「ディスアビリティを解消
する責任が社会にあること（規範的言明）」の区別があると考えられる。つ
まり、ディスアビリティは社会生活における不利や困難としての障害であり
除去すべき課題であるが、社会つまり政府・地方公共団体等が社会生活の前
提として環境を整備するという課題と障害者と事業者の個別の対話によって
解消する課題とに区分されることになる。すると、政府・地方公共団体等の
役割は整備すべき環境の水準の決定となるが、この決定に対して、川越（2013）
は当然視されてきたアファーマティブ・アクションに関しても、社会的な効
率性の増加をもたらすことに基づいて正当化する必要があると提唱する。
　この考え方は次のように理解できる。すなわち、政府・地方公共団体等が
整備すべき環境の水準に関する合意形成には障害者のみならず非障害者も参
加する。ただし、「マイノリティ」に直接の便益が帰着するという非対称的
アプローチであるならば、障害者と非障害者の全員にとって便益がある「ユ
ニバーサル・デザイン」と比べて、非障害者には便益を実感し難いという便
益の偏りが生じる8。このため、障害者の権利に関する条約及び障害者差別解
7　制度の枠組みとして、まず合理的配慮に基づく対話は「障害者の社会的不利益」
という問題の「交渉」による解決であり、次に情報の非対称性や交渉力の差によっ
て障害者が不利とならないように補完する「制度」として基本方針や対応指針（ガ
イドライン）があり、さらに外側にアファーマティブ・アクションがある。外部性
の内部化の考え方と類似した多段階の枠組みとなるのは、障害にグラデーションが
あるためと考えられる。この枠組みは英米の哲学思想を離れて客観的に見れば、個
人モデル（医学モデル）と社会モデルのミックスである。障害者差別解消法が社会
モデルに分類されるのは、英米の哲学思想が元来個人をベースに組み立てられてい
るからであろう。
8　川島聡（2016）によれば、差別解消法と雇用促進法が障害者に対する差別を禁止
するが、非障害者に対する差別は禁止しておらず積極的改善措置が可能である状況
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消法という新たなルールの下で、アファーマティブ・アクションに関する社
会的合意形成を改めて行う必要が生じるのである。それゆえ、障害者による
意思の表明が重要な判断材料となるが、意思の表明がプライバシーの観点か
ら正確になされない場合に備え、自主的な対話にとどまらず障害者及び非障
害者が障害者の選好を推し量る仕組みが必要となる。
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